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生活保護費支給事業

一般会計
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3.民生 － 3.生活 － 2.生活

　生活保護世帯に対し、その困窮程度に応じて最低限度の生活を保障するため、一般生活費としての生活扶

助、住宅の維持確保に関する住宅扶助、子供の教育に必要となる教育扶助、被保護者の疾病治療に係る医療扶

助などについて支給を行う。

　生活扶助169,350,588円　生業扶助　2,906,303円

　住宅扶助 61,579,285円　葬祭扶助　1,225,320円

　教育扶助  5,931,878円  施設事務費1,782,604円

　介護扶助 10,981,029円　  計　　491,702,177円

　医療扶助237,945,170円

　出産扶助          0円

　生活保護の状況(H22.3現在）

　・生活保護世帯　252世帯

　・被保護者数　　395人

所管部局

事 業 名

細事業名

所 管 課 担当者名

事業分類

会 計 科 目

政策体系

１１１１....事業事業事業事業のののの概要概要概要概要

２２２２....事業事業事業事業のののの目的目的目的目的とととと必要性必要性必要性必要性

３３３３....事業費事業費事業費事業費のののの推移推移推移推移

４４４４....主主主主なななな事業費事業費事業費事業費のののの内訳内訳内訳内訳 ５５５５....事業結果事業結果事業結果事業結果のののの概要概要概要概要

平成22年度　　事業評価（事業活動記録）

事業No. 302

①施策で目指す目標との関連付け

　生活困窮者に対し、生活保護法に基づき最低限度の生活を保障するとともに、その自立助長を促す。

②事業を実施する必要性

　生活保護法に基づき、生活に困窮する全ての者に対し、その困窮の程度に応じて必要な保護を行うことに

より、健康で文化的な生活水準を維持することができる。

481,444決算額または計画額

財

源

内

訳

うち一般職・嘱託職・臨時職の

給与および共済費等

使用料・手数料等

国 ・ 府 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

職 員 等 の 従 事 人 員

人 件 費

事 業 費 総 額

483,846 477,509 491,702 528,450 526,000 526,000
単 位

人 /年

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 4,526 820 0 0
0 0 0 367,766 395,686 394,650 394,650
0 0 0 0 0 0 0

481,444 483,846 477,509 119,410 131,944 131,350 131,350
4.50

27,092
518,795

平18決算 平19決算 平20決算 平21決算 平22予算 平23計画 平24計画

－

－

－

－

－

－

千円未満を四捨五入し表示しているので、合計等が一致しない場合がある。

※事業費を要しない場合は「0」、事業を実施しない場合は「空白」で表示。

※
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　生活保護制度の適正な運営管理に向け議論した。

　生活保護法に基づく最低限度の生活を保障する事業であり、各種制度の把握に努め、相談業務の充実、運営

体制の整備充実に努める。

６６６６....活動活動活動活動のののの詳細詳細詳細詳細

７７７７....所属長評価所属長評価所属長評価所属長評価〔平成20年度から改善した点、今後の展開など〕

【【【【参考参考参考参考】】】】過年度過年度過年度過年度のののの評価評価評価評価

■平成21年度の所属長評価

活　　　動　　　内　　　容 活動日又は時期 活 動 結 果 等

生活保護世帯に対し、その困窮程度に応じて最低限度

の生活を保障するため、一般生活費としての生活扶

助、住宅の維持確保に関する住宅扶助、子供の教育に

必要となる教育扶助、被保護者の疾病治療に係る医療

扶助などについて支給を行う。

通年（申請に基づき随時

又は定期）

生活困窮者に対し、生活保

護法に基づき必要な扶助費

の支給を行った。
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